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部
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「
仕
事
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標
」
と
は
、
昨
年

度
初
め
て
実
施
し
た
取
り
組
み
で
、
各

部
の
使
命
や
基
本
方
針
を
明
ら
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に
す
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に
、
施
政
方
針
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当
初
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算
、
更
に
は
現
在
策
定
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業
中
の
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経
営
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画
な
ど
、
市
の
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策
や
市
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皆
さ
ん
か
ら
寄
せ
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れ
る
ご
要
望
な
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を
踏
ま
え
て
、
部
長
自
ら
が
部
と
し
て

の
組
織
目
標
を
示
し
、
目
標
達
成
へ
向

け
た
取
り
組
み
を
進
め
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い
く
も
の
で

す
。

　

ま
た
、
年
度
末
に
は
目
標
に
対
す
る

達
成
状
況
に
つ
い
て
の
評
価
も
行
い
ま

す
。
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企画部長　　鈴木　正
目標・指標具体的内容取組項目

策定と推進

　４つの都市像と３つの行政経営改革
を着実に具体化するため、「重点政
策」「行政経営改革プラン」「財政見
通し」の３つから構成される中期経営
計画を策定し、推進します。

中期経営計画の策定
と推進

組織改正の実施

　４つの都市像の実現に向け、各部門
の役割と責任を明確にし、機動的に推
進できる体制を構築するとともに、経
営統括機能を強化するための体制を整
備します。

組織体制の見直し

企画部政策審議室長　　堀江　秀信
目標・指標具体的内容取組項目

・効率的・効果
的な運営
・適時・的確な
情報提供

・中期経営計画の策定・推進のため、
経営会議の効率的・効果的な運営を
図ります。
・トップの政策判断に資するため、重
要課題への取り組み状況など必要な
情報をトップに提供します。

トップマネジメント
支援

実施経営会議の議事概要をホームページに
掲載します。

政策決定過程の透明
性向上

市民部長　　浅野　正
目標・指標具体的内容取組項目

市民課と全ての
市民センターで
研修後、７月か
ら順次実施

　市民課「さわやか窓口」を推進する
とともに市民センター「さわやか・あ
いさつ窓口」を試行します。また、サ
イン計画をはじめ、市民サービス窓口
の対応方式を一部のセンターで改善し
ます。

さわやか窓口の推進
と市民サービスの改
善

一部を７月から
試行し、２００８年
４月から実施

　各市民センターの財務会計システム
及び住居表示事務や転入通知事務を一
本化するとともに各種申請書の簡略化
を実施します。また、市民課及び各市
民センター間の事務連携を進め、職員
の相互協力体制を検討し試行します。

共通事務の一本化と
合理化

市民部生活文化担当部長　　森　和秋
目標・指標具体的内容取組項目

・方針の作成
・講演会実施回
数３回

・町内会・自治会、ＮＰＯ等の市民団
体、企業等と市が協働して行政課題
を解決するときの基本的な方針を作
成します。

・地域センター等で身近な市民協働型
の「地域出前講演」等を実施しま
す。

地域活動・市民活動
の推進に関する基本
的方針の作成及び実
施

発行部数
各１０万部

　市民等が地域・市民活動・行政情報
を共有できるように、企業と協働で情
報誌（フリーマガジン）を７月・１１月
・３月に発行します。

地域や市民活動の情
報及び行政情報の発
信

健康福祉部長　　土屋　豊
目標・指標具体的内容取組項目

支援拠点１か所
　地域での市民の健康、福祉、介護予
防などの活動について、相談、交流で
きる拠点づくりを支えます。

地域福祉拠点づくり
支援

プログラムの作
成

　精神疾患等で問題を抱える生活保護
受給者の居宅での生活への支援のプロ
グラムを作ります。

居宅生活安定化支援
プログラムの策定

健康福祉部保健介護推進担当部長　　倉田　二朗
目標水準具体的内容取組項目

（１）２か所
（２）４ユニット

　前年度に続き、公募により以下の事
業の事業者を選定し基盤整備を進めま
す。
（１）認知症対応型通所介護
（２）認知症対応型共同生活介護

地域密着型サービス
の基盤整備

連携４回
　健康づくり推進事業を実施するにあ
たり、地域の市民団体、大学等と連携
し推進します。

市民団体、大学等と
連携した健康づくり
の活動推進

子ども生活部長　　寺内　惠一
目標・指標具体的内容取組項目

創設１園、分園
１園、建替えへ
の着手

　保育園の創設、分園の設置、定員の
弾力化を実施するとともに、園舎の老
朽化に伴う建替え等を行い、待機児童
の解消を図ります。また、２００８年度も
分園設置等、２００９年度待機児童ゼロの
実現に向け事業を実施していきます。

待機児童の解消

新設１か所、
建替え１か所

　１小学校区１学童保育クラブの設置
目標に基づき、新たに今年度１小学校
区に整備します。また、児童数増加に
よる学校施設整備に併せて建替えをし
ます。

学童保育クラブの整
備
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政
策
目
標
の
実
現
と
更
な
る
改
革
・
改
善
を
進
め
て
い
く
た
め
、
市
の
部
長　

名
が
、
そ
れ
ぞ
れ
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組
織
の
目
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り
組
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取
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ま
と
め
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部
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こ
の
部
長
の
「
仕
事
目
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の
う
ち
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今
年
度
の
代
表
的
な
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り
組
み
項
目
を
ご
紹
介
し
ま
す
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企画部新庁舎担当部長　　森　静夫
目標・指標具体的内容取組項目

基本設計２００７年
１１月中旬完成
実施設計２００８年
１月着手

　「新庁舎建設基本構想・基本計画」
に基づき、さらには市民、議会、行政
の意見・提案を取り入れながら、基本
設計・実施設計を進めます（実施設計
は、２００８年度完成予定）。

新庁舎建設基本設計
・実施設計

ワークショップ
による検討２００７
年８月終了
検討結果反映
２００７年１１月

　市民参加によるワークショップを開
催し、新庁舎の基本設計段階における
意見反映、市民参加を実現します。

市民ワークショップ
の開催

総務部長　　渋谷　友克
目標・指標具体的内容取組項目

情報保護管理責
任者・取り扱い
責任者の研修の
実施

　情報管理方法の検討を行うととも
に、情報公開・情報提供に関する知識
を深めるため、職員研修を引き続き実
施します。

情報公開から情報提
供への転換

２００７年度取組分
の実施

　人材育成のため、研修体系の再構
築、任用制度の改善、人事考課制度導
入のための試行、心身の健康づくりな
どに取り組みます。

「町田市人材育成方
針」の取組項目実施

税務部長　　鬼頭　孝典
目標・指標具体的内容取組項目

市民理解度の向
上

　広報及び出前説明会等により、税制
度の周知を図ります。税情報の広報充実

市税徴収率
９５．５％

　負担の公平性、財源確保のため市税
徴収率を向上させます。市税徴収率の向上


